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問合せ先責任者　役職名　経理部長　　氏名　吉 田  一 夫　　　  ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５
決算取締役会開催日　平成１６年５月１３日    　　　  中間配当制度の有無            有
定時株主総会開催日　平成１６年６月２９日   　　  　 単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株)

１． １６年３月期の業績(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)

(1)経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨て）
売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　％ 百万円　　　％ 百万円　　　％
16年 3月期
15年 3月期

７１，７１６　 　15.4
６２，１６３　 　12.6

７４６　　　164.1
２８２　　　　－

１，０７０　　　31.7
８１２　　　　－

当期純利益 1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円　　　％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％
16年 3月期
15年 3月期

１，０８９　170.7
４０２　　 －

７．５６
２．７９

―
―

６．３
２．４

１．４
１．１

１．５
１．３

(注) ①期中平均株式数 １６年３月期　143,979,764 株     １５年３月期　143,991,065 株
　  ②会計処理の方法の変更　　　 有
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
1株当たり年間配当金

中　間 期　末
配当金総額

(年　間) 配当性向 株主資本
配 当 率    

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％
16年 3月期
15年 3月期

１．５０
１．５０

０．００
０．００

１．５０
１．５０

２１５
２１５

１９．８
５３．７

１．２
１．３

(3)財政状態
総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
16年 3月期
15年 3月期

８１，６０１
７０，０６５

１８，３７０
１６，１４２

２２．５
２３．０

１２７．６０
１１２．１１

(注) ①期末発行済株式数   １６年３月期　143,975,879 株  １５年３月期　143,983,521 株
     ②期末自己株式数     １６年３月期　24,121 株  １５年３月期　16,479 株

２．１７年３月期の業績予想(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日)
１株当たり年間配当金

売 上 高    経常利益 当期純利益
中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭
中　間　期
通　　　期

３６，０００
７３，０００

５００
１，４００

３００
８００

０．００
―――

―――
１.５０

―――
１.５０

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　５円５６銭

上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によ

って予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料５ページをご参照下さい。



（単位：百万円）

％ ％ ％

38.4 23,484 特殊鋼鋼材 27,527 

製    品    別    売    上    高

100.0 100.0

100.0100.0

仕

向

先

別

ば ね

素 形 材

そ の 他

合 計

合 計

29,468 

14,572 

71,716 

148 

4,284 

24,879 

71,716 

67,431 56,354 

45 

62,163 

40.0 

62,163 

5,809 9.3 

90.7 

9,553 

11,077 

△

41.1 

20.3 

0.2 

94.0 

6.0 

37.8 

15.4 

22.1 

金 額

818 13,754 

金 額

4,589 

4,043 

18.4 

5.9 

17.2 

品 名
対 前 期 増 減

前 期

（１４．４～１５．３）

当 期

（１５．４～１６．３）

増減比構成比構成比金 額

国 内

輸 出 1,525 △

225.0 0.1 103 

15.4 

19.7 

26.2 

9,553 

－1－



損　 　益 　　計　 　算　 　書

（単位：百万円）

（15.4～16.3） （14.4～15.3）

（ ） （ ） （ ）

販売費及び一般管理費

（ ） （ ） （ ）

受取利息及び配当金

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

固定資産処分損引当金戻入額

投資有価証券売却益

（ ） （ ） （ ）

生産拠点の移転集約関連損失

投資有価証券評価損

法人税、住民税及び事業税

17

249

57△

0 64

科 目

0

812

709

1,110

6,530

55,351

687

423

△ 966

421

1,232

356

764

64

343

209

258

△ 44

△ 24

△ 18

△ 69

△ 137

△ 119

△ 783

464

1,690

9,553

△ 9,089

△ 8,306

△ 448

402

1,288

716

356

784

584

669

57

363

1,093

146

204

1,089

641

0

1,901

505

282

1,239

2,800

1,682

△ 869

1,711

833

20

17

850

62,163

61,881

0

128

228

1,070

778

549

営 業 費 用

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

関 連 事 業 損 失

経 常 利 益

営 業 利 益

70,970

63,657

7,313

対前期増減
当 期 前 期期 別

売 上 高 71,716

20

売 上 原 価

支 払 利 息

雑 損 失

特 別 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 処 分 益

746

雑 収 入

特 別 利 益

1,102

974

－2－



貸　 　借　 　対　 　照　 　表

（単位：百万円）

（１６．３．３１） （１５．３．３１）

（ ） （ ） （ ）

仕 掛 品

原 材 料

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

（ た な 卸 資 産 ）

投 資 有 価 証 券

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 備 品

土 地

子会社株式・出資金

流 動 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

製 品

半 製 品

47

521

固 定 資 産

7

2,987

1,142

11,536

△ 4

△ 93

6,720

1,829

△

246

当 期 前 期

0

△

△

△

△

△ 383

105

△ 8

29

△

5,047

55

417 249

564

2,473

131

417

1,983

570

134

446

1,986

377

1,440

3,972

4,439

89

△

△

13,993

574

361

12

245

5

49

3

168

578

108

8,697

514

8

8

43

864

7,426

1,229

4,816

4,418

15,433

5,621

2,347

2,228

94

429

46,584

18,524

7,702

911

7,140

44

237

2,201

286

5,719

12,428

8,954

856

160

27,899

1,019

15

39,158

8,004

19,753

8,085

15

245

2,201

181

19,202

203

5,473

949

10,599

2,234

（ 借 方 ）

30,906

対前期増減

35,017 4,111

科 目

期 別

（ 資 産 の 部 ）

55

資 産 合 計 70,065

△

81,601

△ 59

－3－



貸　 　借　 　対　 　照 　　表

（単位：百万円）

（１６．３．３１） （１５．３．３１）

　 　

当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

22

任 意 積 立 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

723 701

355

7,782

355

5,390

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

8,655

1,110

1,357

893 893 0

873

資 本 剰 余 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労金引当金

5,99413,760

流 動 負 債

支 払 手 形

18,286

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

資 本 金

長 期 未 払 金

固 定 負 債

そ の 他

（ 資 本 の 部 ）

資 本 準 備 金

7,461買 掛 金 8,277

2,749１年以内返済長期借入金

21,997 22,187

1,551

516

93 376

1,309

未 払 費 用

183

1,519

57

0 188

44

236

249

9,911 9,488

44,944 44,695

対前期増減

（ 貸 方 ）

423

（ 負 債 の 部 ）

当 期 前 期期 別

科 目

203 250

退 職 給 付 引 当 金

0

1,100

3,222

793

53

7,766

△

3

1,481

4

38

9,308

11

0

11

188

13

9,059

1,121

47

1

893 893 0

7,200

816

190

1,198

283

△

231

△

259

4,776 5,035 259

5,131

2,800

△

△

63,230

1,690

△

△

△

△

△

7,200

9,227

70,065

18,370 16,142

△1△

11,536

869

負 債 合 計

81,601

2,101

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

△ 2

1,624 267

2,228

53,922

0

1

－4－



（単位：百万円）

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は 移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法
総平均法による低価法
総平均法による原価法

有形固定資産の減価償却の方法
定額法（一部の工場は定率法）

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売上原価は 118百万円増加し、税引前

215

1,711

0

次 期 繰 越 利 益

1,200

1,763

3,200

当期純利益は 118百万円減少している。

合　　　　　　　　　　　　計

利 益 処 分 額

2.

【重要な会計方針】

1.

総平均法による低価法にそれぞれ変更した。

215

…
製品、半製品及び仕掛品

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

別 途 積 立 金

3.

…

…

…

貯 蔵 品 …

…

なお、当期より、製品、半製品及び仕掛品の評価方法を後入先出法による原価法から総

平均法による原価法に、原材料については後入先出法(一部、移動平均法)による低価法から

原 材 料

21

258

1,949

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利　   益  　 処　   分　   案

摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

当 期 未 処 分 利 益

（平成16年3月期）

前　　　　　　　　　期当　　　　　　　　　期

（平成15年3月期）

1,6902,800

400

21

－5－



無形固定資産の減価償却の方法
定額法

重要な引当金の計上基準

リース取引の処理方法

その他財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

7.

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

6.
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

還の日に行うこととしている。

代行部分に係る退職給付債務の消滅及びこれに伴う損益の
認識は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日
本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44－２項
に基づき、次期以降における厚生年金基金の代行部分の返

翌期から費用処理している。
なお、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分について、平成15年11月25日に厚生労働
大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた。

過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の

間以内の一定の年数による定額法により費用処理している。

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未
し て い る と 認 め ら れ る 額 を 計 上 し て い る 。

処理額は3,720百万円である。

計上している。

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

4.

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっている。

5.

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

貸 倒 引 当 金 … 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

－6－



（単位：百万円）

（単位：百万円）

減 価 償 却 累 計 額 30,126 28,296

保 証 債 務 等 12,407 21,174

【貸借対照表注記】

摘 要 当期末(16年３月31日） 前期末(15年３月31日）

特 別 利 益 の 主 な 内 訳

固 定 資 産 処 分 益 借 地 権 の 売 却 益 17

【損益計算書注記】

摘 要 当 期 (15.4 ～ 16.3 ） 前 期 (14.4 ～ 15.3 ）

－７－



リ  　 ー   　ス   　取 　  引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

ては、利息法によっている。

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

5.

4.

5.

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

(2) 減価償却費相当額 57

(3) 支 払 利 息 相 当 額 3

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(1) 支 払 リ ー ス 料 62

6

4.

2. 未 経 過 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内 41

１ 年 超 40

計 81

(3)

減価償却費相当額

支 払 利 息 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(1)

(2)

99

90

計

57

63

120

１ 年 超

2. 未 経 過 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内

79 281 164217

工具器具
備 品

116

132 72 60

137

121 76 44

11

129

76

6

47

25

4

82

50

車両運搬具

計

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

科 目

機械装置

取得価額
相 当 額

16 1127

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

科 目 取得価額
相 当 額

機械装置

車両運搬具

計

工具器具
備 品

ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

1. 1.ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

当 期 （ 15.4 ～ 16.3 ） 前 期 （ 14.4 ～ 15.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引
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税     効     果     会     計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金
算入限度超過額 算入限度超過額

未 払 事 業 税

未 払 費 用未 払 費 用 292

111

固 定 資 産 処 分 損
82役員退職慰労金引当金

固 定 資 産 処 分 損
192

未 払 事 業 税

役 　  員   　の   　異   　動

子会社株式及び関連会社株式

1.

4,118繰 延 税 金 負 債 合 計
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額

1,532

51

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

繰延税金資産

当 期 ( 平成16年3月31日現在 ) 前 期

繰延税金資産

1.

( 平成15年3月31日現在 )

そ の 他

1,270 789

101
1,543

134144

620

182
3,251

その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金
繰 延 税 金 負 債 合 計 3,433

繰 延 税 金 資 産 合 計 2,812

役員退職慰労金引当金

そ の 他

平成16年4月28日に開示済みのため、記載を省略している。

繰延税金負債

繰 延 税 金 資 産 合 計 3,434

繰延税金負債の純額683繰延税金負債の純額

繰延税金負債
1,114
3,003
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